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山梨県の建設業と県財政との
関係についての一考察
日 高 昭 夫
１ 問題の認識
本稿は，第１に，山梨県の経済及び産業が相対的に建設業に依存した
構造であることを客観的なデータで裏付けることをねらいとしている。
その上で第２に，こうした構造を生み出した主たる要因が，自然的要因
だけではなく政治行政的要因にあること，少なくとも山梨県の財政的意
思決定と強い相関関係があることを明らかにする。
成熟社会を迎えた２１世紀の日本は，経済の高度成長時代の完全な終焉
と，加速する少子高齢化による人口減少社会への突入という歴史的局面
にあって，新しい社会モデルを模索している。これからの社会モデル
は，近代化と経済発展と人口成長を効率よく達成するための中央集権シ
ステム下での効率最優先の全国画一のモデルではなく，「地方の多様な
価値観や地域の個性に根ざした豊かさを実現する住民本位の分権型社
会」（地方分権改革推進委員会の「基本的な考え方」平成１９年５月３０日）をベース
とした，多様な地域特性を許容する社会モデルであるべきである。これ
を分権型成熟社会モデルとよぼう。
しかしながら，こうした多様な分権型成熟社会モデルへの転換を実現
していく上で，現状にはいくつかの困難がある。
第１に，政治，経済，社会における分権型成熟社会への適応不全であ
る。国・地方を通じて，成長期に培われた利益配分（バラマキ）型の政
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治行政スタイルと増え続ける債務等残高の存在は，こうした状況適応不
全の象徴的な現象である。山梨県においても臨時財政対策債等を除く県
全体の借入金等の残高は，平成１８年度で約８，６００億円，県民一人当たり
約９８万円となっている。
第２に，国中心・中央志向の政治行政システムが長い間続いてきたた
め，国や行政に依存して当然とする意識構造や行動様式が生まれ，問題
解決にあたる当事者意識や自己責任の観念である自治・自律の構えが希
薄になっている。夕張市のいわゆる再建団体化に象徴されるような，国
の支援策を大前提とした身の丈をはるかに超えた開発指向の自治体運営
は，自治・自律の構えを欠いた行政の結末を象徴する出来事であるが，
しかしこうした問題構造は「対岸の火事」では決してないのである。し
たがって，分権型成熟社会への適応を図るためには，第１に，新たな公
益・公共の価値を再定義した上で，従来の利益配分型から負担配分型の
政治行政への転換を図る必要がある。新しい公益を実現するための地球
温暖化対策や少子高齢化対策などの現代的政策課題の多くは，いわゆる
ハコモノの配置を重視する利益配分型手法だけでは解決困難になってい
る。問題のニーズと解決策のアイディアと推進役とが適切に合流して問
題解決にあたる，行政・市民・事業者の間の連携・協働と適正な負担配
分の仕組みを通じてしか効果的に解決できない構造に変化している
（注１）
。
第２に，国中心・中央志向の政治行政と決別し，分権型政治行政に転
換する必要がある。国依存やいわゆる横並び行政は，中央集権型システ
ムの下では，それが当事者意識や自己責任の希薄化を促す要因ともなっ
ていたことは確かだとしても，他方で，リスクを国や他自治体に分散で
きるという意味で一定の「合理性」を有していたといえるかもしれな
い
（注２）
。しかし，多様な価値観や地域の個性を重視する分権型成熟社会にお
いては，全国画一性や横並び行政は，かえってリスク含みとなる。９０年
代後半の国による景気対策に安易に追随し，地方債発行の誘導策と地方
交付税措置との連動によって，安易な国庫補助事業や過剰な単独事業を
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展開した自治体の多くは，いまや地方債等の残高の重圧に苦しんでい
る。今日，国への追従は，リスクの軽減どころか，かえってリスクの増
大にさえなりうる。
こうした状況の下で，山梨経済の生産性を向上し，ソーシャル・キャ
ピタルを生かした社会システムの再構築を図ることで，山梨固有の分権
型成熟社会を実現するためには，政治行政における政策選択の自由度を
向上させることが不可欠である。その政策選択の自由度を制約している
主たる要因こそ，累増する地方債等の残高に制約されながらも，なお公
共事業を中心とした社会資本整備に傾斜し続ける地方財政の利益配分型
意思決定のあり方である。
特に，山梨県においては，現状においても歴史的にみても，その傾向
がきわめて顕著である。その背景には，単なる財政の行政技術的意思決
定を超えて，政策選択の結果であると同時にそれを制約する構造的要因
が存在する。戦後，公共事業等の増大とほぼ一体化して形成された建設
業依存型の産業構造の存在がそれである。したがって，この建設業依存
型の産業構造の抜本的転換が不可欠である。特に，山梨県においては，
他県以上に，一般競争入札の拡大などによる公共工事入札の透明化を通
して発注価格の合理化，効率化を図るなどの事務執行レベルの改善だけ
では限界があり，社会資本整備へ振り向ける財政資源の縮小・適正化そ
のものを政治的に決断しなければならない。その上で，建設業の業種転
換等を含む，一定期間に限定した多様な業界支援策を講じるなどの政策
対応が必要となるだろう。
本稿は，こうした政策選択を要請する根拠をできるかぎり客観的な
データによって示すことを目的としている。
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２ 山梨の経済・産業における建設業
２－１ 建設業の特性 公権力との強い結びつき
建設業という産業は，そもそも公権力と非常に強い結びつきをもち，
公権力を背景に土木事業という社会基盤整備をおこなってきたという歴
史的特性を備えている。たとえば，日本に統一国家が形成される大化改
新以降，平安時代末期までの律令制国家を支えた社会基盤の一つに，現
代の高速道路に相当する，東海，東山，北陸，山陰，山陽，南海，西海
の「七道駅路」とよばれる長距離幹線道路があった。もちろん，この場
合の「道（どう）」とは中央集権的な支配下にある地方の行政区画をさす
が，その支配の基盤をなす道（ミチ）も実際に造られたのである。最近
の研究によると，その総延長は６，５００kmにも及んでいたという
（注３）
。昭和
４１年に制定された高速道路の建設法に定められた計画の総延長のうち，
北海道を除いたものとほぼ同じ規模だったことになる。そして，１６km
おきに駅と馬が置かれ，各国に国司が遣わされ，律令制国家の支配体制
が固められた。もちろん，この時代の土木建設事業が独立した「産業」
であったわけではないが，この国家的大事業の実施に公権力によって徴
集された「公民」が寄与したことはいうまでもない
（注４）
。また，戦国時代の
山梨（甲斐国）では，日本の土木史上きわめて著名な「信玄堤」が造ら
れ，領民の生活や農地を水害から守る役割を果たした。この建設事業
は，武田信玄（晴信）の強大な公権力を背景に建設されたともいわれて
いる
（注５）
。
こうした大規模な事業は，「国家百年の計」として何世代にも及ぶ便
益や波及効果をもたらす「公共」の事業であると同時に，時の政治権力
の威信を誇示するイベントでもあっただろう。
ところが，１９７０年代以降，とりわけ田中角栄が「日本列島改造論」を
掲げて国政の前線に登場したあたりから，「公共事業」が一つの政治手
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法として扱われ，利益誘導型政治が広く定着するようになる。族議員（建
設族）と官僚機構と業界，それに地元が共通の利益でつながる「政策共
同体」ないし「鉄の三角同盟」が形成され，公共事業の決定と配分に大
きな影響を及ぼすに至る。その結果，公共事業も「百年の計」ではなく，
目先の利益を追求する手段と受け止められる傾向が顕著になった
（注６）
。
このような利益誘導型の政治は，たしかに社会基盤や公共施設の整備
水準の向上をもたらしたことは間違いないが，その一方で公共事業や補
助金に依存し続けることで地域経済の脆弱化と地域社会におけるソー
シャル・キャピタルの侵食を促し，結果的には地域の政治的，経済的，
社会的な自律性を損ねる帰結をもたらしたのではないかと思われる。そ
の地域経済の脆弱化の要の位置に，建設業と政治行政との関係が位置し
ているのである。こうした構造が政治によって作り出された仕組みであ
る以上，その問題解決は，市場の問題であるよりも，政治の問題として
取り組まなければならないであろう。
２－２ 山梨の産業における建設業の位置
まず，山梨の産業全体の中での建設業の位置を俯瞰しておきたい。
山梨の県民一人当たり所得（名目）は，平成１６年度が約２５５万円で，国
民一人当たり所得約２８３万円のおおむね９割，全国順位３０位である。全
国順位は，昭和６０年度の１０位をピークに，以後，年度による高下はある
が，トレンドとしては次第に後退して，現在３０位前後に低迷している
（注７）
。
主要経済活動別の県内総生産でみると，山梨県は製造業の割合が約
２５％を占め，次いでサービス業が約２０％を占める構造になっている。一
方，県内産業に占める主要産業の構成比を全国の構成比で除した「特化
係数」でみると，農林業と鉱業に次いで，建設業のウエイトが大きいと
いう顕著な特徴がある。平成８年度から１７年度までの過去１０年間の県内
総生産の推移では，製造業とサービス業が改善傾向にあるのに対して，
建設業は一貫して低下傾向にある
（注８）
。
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図１は，平成８年度から平成１６年度までの県内総生産に占める建設業
の割合と特化係数の推移を示したものである。
全国および山梨県ともに県内総生産に占める建設業の割合は毎年下
がってきている。平成８年度で全国９．０％，山梨県１３．２％が，平成１６年
度には全国６．２％，山梨県８．７％まで低下している。その一方で，特化係
数は１．４の前後で大きな変動はない。すなわち，山梨県の建設業は，県
内総生産ベースで，この９年間，全国平均にくらべて約４割程度多い状
態で推移してきたことがわかる。言い換えれば，山梨県経済は全国と比
べ建設業への依存が強く，県内経済の生産性を大きく左右しているので
ある。ちなみに，平成１６年度の実数ベースでみれば，山梨の県内総生産
２兆８，２１８億円余に対して建設業は２，４５１億円余である。
図１ 県内総生産に占める建設業の割合と特化係数の推移
（出所）各年の県民経済計算（経済活動別県内総生産（名目，実数））に基づき
筆者が作成。データの取得は，政府の統計データ・ポータルサイト（http :
//portal.stat.go.jp/Pubstat/topSiteMap.html）経由で，内閣府経済社会総合
研究所（国民経済計算部）ホームページ http : //www.esri.cao.go.jp/jp/sna/
kenmin/h 16/sseisan.xls による（平成１９年１１月３日アクセス）。
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２－３ 事業所数からみた山梨の建設業の特徴
一方，地域産業に占める建設業のウエイトは，事業所数の面から捕捉
することもできる。この場合には，経済活動の成果に着目した前記の県
内総生産だけでは見えにくい山梨の建設業の別の特徴を浮き彫りにする
ことができる長所がある。
山梨県の建設業は，事業所数に着目してみると，人口の割に事業所数
が多く，しかも１事業所あたりの従業者規模の小さな中小零細事業者が
多いという特徴を持っている。たとえば，平成１６年度の全国の建設業事
業所数は５６４，３５２箇所，山梨県内のそれは５，４５５箇所である
（注９）
。これをそれ
ぞれ平成１７年の国勢調査人口で割り，人口１０万人当たりの事業所数を比
較すると，全国４４１．７に対して山梨県６１６．７となる。人口の割に事業所数
が多いことを示している。また，建設業従業者数は，全国４，３８２，４１３
人，山梨県３４，０７７であり，１事業所当たりの従業者数は，全国７．７７人に
対して山梨県６．２５人となっている。
図２は，ひとまず４７都道府県の中での山梨県の相対的なポジショニン
グを示すため，人口１０万人当たりの全産業の事業所数（農林水産業と公務
を除く民間）と建設業事業所数をクロスした２軸上に，各都道府県の位
置をプロットしたものである。
図の右上に位置する県グループ，すなわち福井，島根，新潟，長野，
富山，山形，石川そして山梨の８県は，第２次および第３次産業の事業
所数の多い産業県であると同時に建設業事業所の多い点で，きわめて共
通性の高い県であるといえよう。
次に，図３は，全国の建設業事業所数と山梨県のそれとを時系列に比
較するため，昭和３５年を１００とした指数で昭和３０年代以降の戦後の推移
を示したものである。
戦後，特に１９６０（昭和３５）年以降，伊勢湾台風等の災害復興を期に増
加し始めた山梨の建設業は，７０年代半ばからの低成長期に飛躍的に増大
し，バブル崩壊後の９０年代を通して増え続けた。しかし，９０年代後半か
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図２ 人口１０万人当たりの非農林水産業（公務を除く）
事業所数と建設業事業所数の都道府県比較
（出所）平成１７年国勢調査および平成１６年事業所・企業統計調査により筆者が作成。
図３ 戦後の建設業事業所数の推移：全国と山梨県の比較（昭和３５年＝１００とした指数）
（日本統計年鑑及び事業所・企業統計調査より）
（出所）各年の日本統計年鑑および事業所・企業統計調査により筆者が作成。
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ら現在まで，公共事業の抑制に伴い，減少傾向が続いている。
山梨の建設業は，昭和３５年以降，首尾一貫して全国の伸び率を上回っ
ている。そのパターンをみると，およそ３つの傾向が読み取れよう。
第１に，昭和３５（１９６０）年～昭和５３（１９７８）年までの時期で，この時期
の伸び率は全国平均を上回ってはいるものの，その増加率は全国の傾向
とそれほど隔たりはない。高度経済成長に伴う全国的な建設業増大の
ブームに乗って，平均をやや上回る程度に事業所が増えた時期である。
第２に，昭和５３（１９７８）年～平成８（１９９６）年までの時期で，この時期
は全国に比して建設業の増加が突出するようになり，現在のような山梨
の特徴が形成された時期である。
この時期の前半は，第２次オイルショックに始まり，鈴木・中曽根内
閣の下で進められた低成長の下での行政改革の時期に相当するが，その
一方で山梨県にとっては，中央政界において県出身の国会議員であった
故金丸信が，田中内閣での建設大臣（１９７２年），三木内閣での国土庁長官
（１９７４年）を始め，自民党総務会長（１９８３年），同幹事長（１９８４年），副総理
（１９８６年）そして自民党副総裁（１９９２年）と次々に要職に就任し，世間で
「政界のドン」と称されるようになる時期に相当している（カッコ内の年
代は就任年次）。元来，自民党政調会道路部会などで「建設族のドン」と
して活動し，また中部横断自動車道路の建設などにもコミットしたとい
われてきた故金丸の存在が，県内の建設業界に与えた期待は，単なる空
気だけではなかっただろう。
同時に，この時期の後半は，１９８５（昭和６０）年のプラザ合意によって
円高方針が国際合意され，日本の貿易黒字を解消するための，いわゆる
内需拡大策が採られ，８７年～９１年のバブル景気（平成景気）が現れると
ともに，９１（平成３）年のバブル崩壊後の長い平成不況に突入する，き
わめて乱高下の激しい景気変動を経験した時期であった。この時期の前
半に急速に増殖した建設業ラッシュは，その後のバブル崩壊後の国の景
気対策の中でその勢いを増した。
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この時期の山梨県政は，故金丸信を要として自民党県連と社会党県連
が県政において連立を組んだ故望月幸明県政と，その大連合に反旗を翻
して「草の根」の選挙で県政トップの座を射とめた故天野建県政とにま
たがっている。
第３の時期は，２００１（平成１３）年の小泉内閣の成立から今日までの時
期で，「三位一体の改革」による地方財政の縮小と公共事業の抑制が行
われた時期である。この時期には，昭和３５年以降初めて，建設業の伸び
が減少に転じ，その傾向は現在も続いている。
いずれにせよ，山梨が建設業依存型の産業構造に変質していく時期
は，昭和５０年代の後半以降だと推測できよう。この点を明確に確認して
おくことは，きわめて重要なポイントである。
というのは，建設業依存体質の主たる要因を，急峻な山岳に四周を囲
まれ自然災害の多い山梨の自然環境や地形的諸条件に求める自然条件説
に立つならば，なぜ昭和５０年代後半以降に建設業が激増したかを十分に
説得力をもって説明できないからである。もちろん，戦後期を通じて，
山梨の建設業が首尾一貫して全国平均を上回る増加率を示していること
は，それまで社会資本整備が大幅に立ち遅れた県であり，また，災害に
対して脆弱な県土構造を有していることを含意していることまで否定す
るものではない
（注１０）
。しかしそうだとしても，あるいは，むしろそうである
ならばなおさら，なぜ昭和５０年代後半以降に急増したかは，自然条件説
だけでは一層説明の困難な仮説になるのではないだろうか。
本稿では，少なくとも昭和５０年代以降の建設業増大の主たる要因を政
治行政の意思決定に求め，その具体的な手段である県財政との関係を明
らかにしたい。
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３ 建設業依存構造を生み出した要因としての県財政
３－１ 県財政に注目する理由
一般に公共事業の受注者である建設業とその発注者である公共機関と
の関係は多様な組み合わせが考えられる。発注者は国である場合もあれ
ば自治体である場合もあり，自治体でも都道府県と市区町村の別があ
る。しかし，本稿では，それをもっぱら県レベルに限定し，山梨県財政
との関係に焦点をしぼる。それは次のような理由による。
第１に，山梨県内の公共事業に投資される財政支出の大宗は県財政が
担っている。普通会計ベースで，歳出総額に占める普通建設事業費の額
および割合は，平成１７年度決算で，県が１，４４０億円，３１．８％に対して，
市町村（２８市町村合計）が６３５億円，１７．４％である。
第２に，国の補助事業および直轄事業の大きさは県の財政で基本的に
捕捉可能である。
第３に，市町村の普通建設事業費の使途は，県のように大半を土木と
農水に費やすわけではなく，市町村行政の性質上，学校教育や社会教
育，ごみ処理などの教育厚生等の分野に配分される割合も多く，県にく
らべて多様性が大きい。
一方，「建設業」といっても，民需に依存する割合の高い建築業や設
備工業から，公共土木事業に依存する土木工事業まで，たしかにその業
態は多様である。たとえば，平成１６年事業所・企業統計調査によれば，
県内の建設業５，４５５事業所のうち，「総合工事業」２，３４６（４３％），「職別工
事業」１，９３３（３５％），「設備工事業」１，１７６（２２％）となっている。しかし，
総合工事業のうち半数近い１，１３９事業所がゼネコン・土木・舗装工事業
であり，残りが建築業系（リフォームを含む）である。また，全体の３分
の１以上を占める「職別工事業」の中でも，とび・土工・コンクリート
工事業，鉄骨・鉄筋工事業，石工・レンガ等工事業，左官工事業など土
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木建設工事に関係の深い業種が４割近くを占めている。設備工事業でも
約半数は管工事業である
（注１１）
。さらに，実際の公共工事受注の際には，下請
や孫請として諸種の零細事業者が数多くかかわっている。したがって，
「建設業」という大括りであっても土木建設業の傾向は把握できると思
われる。そこで以下では，「建設業」という大分類で分析を進める。
３－２ 山梨県財政の特徴
図４は，昭和５３（１９７８）年度～平成１７（２００５）年度までの山梨県の普通
会計性質別決算額の内訳の構成比の推移を示したものである。毎年度の
決算のフローでみても，平成５年度から，過去の建設事業のために起こ
された県債等の元利償還に充てる公債費と普通建設事業費の合計割合
が，歳出全体の過半数以上を占めるようになった。平成１５年度から，そ
の合計割合はようやく５割を切ったが，それは普通建設事業費を削減し
た効果であり，むしろ公債費は年々増えている。
図５は，図４と同じ資料に基づき，昭和５３年度～平成１７年度までの山
梨県の普通会計歳出決算総額と普通建設事業費及びその割合の推移を示
図４ 山梨県普通会計性質別決算額の内訳の推移
（資料出所）山梨県『財政のあらまし』各年１２月に基づき，筆者が作成。
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したものである。この期間一貫して，国県の公共事業費を中心とする普
通建設事業費の割合が３０％を超え，１９９５（平成７）年度のピーク時には
４６％に達するハイレベルを維持してきたことが分かる。１９９６（平成８）
年度以降は低減傾向にあるが，２００５（平成１７）年度現在でも３２％水準を
維持している。
また，図６は，普通建設事業費の割合の大きい全国トップ５県と山梨
県および都道府県平均の推移を１９７５（昭和５０）年度～２００４（平成１６）年度
のほぼ５年おきに比較したものである。１９９０年代，特にその後半以降，
山梨県が急速に全国トップクラスに躍り出たことがわかる。他県との相
対比較でみても，山梨県の普通建設事業費の割合の顕著な増加傾向は，
この１０数年の現象なのである。ちなみに，２００４年度以降は３年連続して
全国トップを維持し，全体平均との差も拡がっている。
３－３ 山梨県の普通建設事業費の内訳
１９９０年代に山梨県の普通建設事業費がいかなる要因により増大したか
図５ 山梨県普通会計決算の歳出総額と普通建設事業費及びその割合の推移
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を推測するには，その内訳の詳細な分析が必要だろう。そのためには，
各年度の個別決算内容の詳細な分析と個別の公共投資の決定過程の分析
が必要だが，本稿ではその余裕がない。そこで以下では，普通建設事業
費の内訳を，２つの視点に限定して検討する。第１に，その目的別（部門
別）内訳の中から，土木費および農林水産費の割合を取り出し，その推
移を検討する。第２に，国からの補助金または負担金を受けて施行する
「補助事業」と，補助金等を受けずに県が単独で行う「単独事業」等の
別に，それぞれの割合がどのように推移してきたかを検討する。
まず，普通建設事業の使途を示す目的別ないし部門別の内訳からみて
みよう。図７は，土木費と農林水産費の推移を示したものである。昭和
６２年度に両者の合計が１，０００億円を超えて以降，特に平成４，５年度に
急増し，その後凹凸を繰り返して，平成１０年度には両者の合計が２千億
円を超えた。その後，平成１１年度から急減し始め，平成１７年度には，平
成２年度とほぼ同じ水準の１，１９０億円にまで減少している。
図６ 都道府県普通建設事業費の割合の全国トップ５と山梨県の推移
（出所）政府の統計データ・ポータルサイトの各年の『地方財政統計年報』に基づ
き筆者が作成。
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一方，図８は，この間の土木費および農林水産費の占める割合を示し
たものである。合計をみれば，普通建設事業費の８割～９割が土木費と
農林水産費で占められていることが確認できる。しかも，土木費と農林
水産費の割合は，この２８年間を通して，年度による若干の変動はあるも
のの，ほぼ一定の割合を維持していることがわかる。すなわち，普通建
設事業費のうち，土木費は６割前後を，農林水産費は３割前後を占める
という，財政配分の構造が固定的に形成されているのである。ただ，
個々にみると，土木費は，昭和５０年代には５５％の前後であったものが昭
和６０年代に６０％前後に上昇し，平成７，８年度の５４％台（この両年度には
養護学校等整備事業や県立学校の老朽校舎改築事業等が行われた。）を除いて，そ
の傾向がほぼ今日まで続いている。一方，農林水産費は，傾向的には昭
和５０年代から６０年代を通して３０％台をほぼ維持してきたが，それ以
降，２７，８％台で推移したのち，特に平成１５，１６年度には２５％台になり，
平成１７年度にはこの２８年間で最低の２２％台に低下している。
次に，普通建設事業の内訳を，それに充当される費用の負担関係に注
目して分類したものが，図９である。
図７ 山梨県普通建設事業費の中の土木費と農林水産費の推移（億円）
（出所）山梨県『財政のあらまし』各年１２月に基づき，筆者が作成。
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最大のウエイトをもつ国の補助事業をみると，この間に４つくらいの
画期があるようにみえる。まず昭和６１年度まで５００～６００億円台で推移し
ていた時期（①），次に昭和６２年度から平成２年度までの間で８００億円台
の時期（②），そして平成３，４年度に９００億から１０００億円台になり平成
図８ 山梨県普通建設費の内訳：土木費と農林水産費の割合の推移
（出所）山梨県『財政のあらまし』各年１２月に基づき，筆者が作成。
図９ 山梨県普通建設事業費の推移：補助事業と単独事業等（億円）
（出所）山梨県『財政のあらまし』各年１２月に基づき，筆者が作成。
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１０年度に１，３６４億円のピークを迎える時期（③），最後に平成１１年以上急
速に減少し，平成１７年度には６３２億円で，ほほ昭和５５年度レベルにまで
いたる時期（④），である。この④の時期の後半にあたる平成１４年度以
降は，その削減額も一層大きくなるが，これは小泉政権の下で「三位一
体の改革」がスタートし，国の補助金の削減が行われた時期である。
一方，県単独事業費は，上記の①の時期には１００億～２００億円台であっ
たが，②の後半，特に平成２年度に４００億円台に増やした後，③の時期
には毎年度１００億円近いオーダーで増額し，平成９年度にはピークの９８７
億円を投入している。これは平成４年の，いわゆるバブル経済の崩壊に
伴い，結果として地方単独事業を誘発する地域総合整備債等の国の誘導
策により，積極的な公共事業投資が行われたことによる。その後，平成
１１年度から補助事業が急落する④の時期には，普通建設事業の総額の減
少をなるべく緩和すべく，７００億円前後のほぼ一定水準の県単独事業が
投入されてきた様子がうかがえる。
図１０は，補助事業と単独事業等の割合の推移を示したものである。上
記①，②の時期にはおおむね，補助事業が７０％前後，単独事業が２０％前
後で推移してきたが，③の時期，特に平成２～４年度にそれが６対３
に，また平成８，９年度には５対４にまで変化してきた。④の時期の当
初，平成１０～１２年度は，政府の総合経済対策による公共事業への積極的
な投資を反映して，補助事業が反転増加している。しかし，その後，④
の後半には，小泉内閣の財政構造改革と「三位一体の改革」により，補
助事業の割合が再び減少する傾向に転じ，そして平成１７年度には，初め
て補助事業（４３％）と単独事業（５０％）の割合が逆転した。地方分権改革
の進展につれて，この傾向は今後なお一層進むものと予想される。
要するに，山梨県の普通建設事業の内訳の分析から次のような点が指
摘できる。
第１に，普通建設事業の使途のほとんどは土木費と農林水産費に充て
られてきた。第２に，事業費総額の増減とほとんど無関係に，土木費と
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農林水産費の財政配分の構成比は，この３０年近くの間，ほぼ一定に固定
されている。第３に，これらの普通建設事業は，国の補助事業に深く依
存する構造になっている。しかし第４に，１９９０年代以降，補助事業の割
合が減り単独事業の割合が増える傾向にある。
以上の結果に基づき，とりわけ１９９０年代に山梨県の普通建設事業費が
いかなる要因により増大したかを推測すると次のようにいえる。
国の補助事業に依存する財政構造の中で，数次の国の経済対策等に誘
導された県単独事業の急増と積極的な補助事業の導入がその主たる要因
である。しかし，平成１１（１９９９）年度以降，補助事業が急速に縮小され
る中で，その激減をカバーするために一定水準の県単独事業の投入が維
持（補助事業の「肩代わり」）されたことにより，歳出総額に占める普通建
設事業費の割合は，全国的にみて高い水準を維持することになった。そ
の背景には，土木費と農林水産費の財政配分比率を一定に固定化する予
算配分を，少なくとも３０年間近くにわたって維持する，山梨県政の財政
的意思決定の「慣性」が存在している，と推測される。
図１０ 山梨県普通建設事業費に占める国庫補助事業と単独事業等の割合の推移
（出所）山梨県『財政のあらまし』各年１２月に基づき，筆者が作成。
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３－４ 普通建設事業費と建設業の関係
以上のデータに基づき，山梨県における建設業と県財政の関係を考察
することとしよう。
図１１は，戦後の山梨県における県土木費・普通建設事業費と建設業事
業所数の伸び（昭和３５年＝１００とした指数）を対応させたものである。
県土木費及び普通建設事業費の増加と割合の推移は，建設業の増大や
推移と正の相関がありそうだ。そこで，図１２は，昭和５０（１９７５）年度か
ら平成１６（２００４）年度までの，県普通建設事業費（横軸，単位：百万円）と
建設業事業所数（縦軸，単位：か所）との相関を散布図に示したものであ
る。
昭和５０年から昭和６１年の１１年間で，普通建設事業費が４４５億円から９２７
億円と約２倍に増えた時期に，事業所数は３，６２１か所から５，５８３か所と
１．５倍に増えた。その後，平成８（１９９６）年に事業費はピークの２，２１１億
円となり，昭和６１年の約２．４倍になったが，事業所数は５，５８３か所から
６，２８９か所へ７０６か所しか増えていない。平成１１年以降は，事業費の減少
図１１ 戦後の山梨県における県土木費・普通建設事業費と建設業事業所数の推移
（出所）全国統計年鑑，事業所・企業統計調査，山梨県統計年鑑及び山梨県財政の
あらまし（各年）に基づき，筆者が作成。
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に対応して事業所数も減少している。このように増減やその比率は年に
よってやや異なるものの，きわめて明瞭な事実は，普通建設事業費の増
減に対応して建設業事業所数が増減していることである。この関係を，
ピアスンの相関係数で表すとｒ＝０．８８となり，かなり高い正の相関関係
がうかがえる。
以上の関係は，県財政の公共事業への投資額の増減が，ほとんどタイ
ムラグなく，県内の建設業事業所数の増減に直結して表れるメカニズム
の存在を示唆するものである。しかも，この相関関係は，事業所数の増
減が県財政の増減を左右しているというよりも，県財政の増減が独立変
数として作用し，その結果，従属変数としての事業所数の増減が生まれ
る，という因果関係の存在も示唆しているように思われる。少なくと
も，平成１１年度から普通建設事業費の前年度比縮小（decrements）の意
思決定がされるようになって以降は，明らかにこの相関は因果関係に
なったといえる。
３－５ 類似８県の状況と山梨県の対応
同様の問題は，産業における建設業のウエイトの大きな他県でも生じ
図１２ 山梨における県普通建設事業費と建設業事業所数の関係
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ている。本稿第２節で示した図２の，山梨を含む類似８県につい
て，１９７５年度～２００４年度までの，各県の普通建設事業費の割合の推移を
比較したのが，図１３である。
いずれの県も山梨と同様，過去３０年近くの間，全国平均に比べて普通
建設事業費の割合が非常に高い傾向を維持してきた。しかし，近年，特
に小泉内閣の財政構造改革と「三位一体の改革」以降，これらの県でも
共通にその割合を削減してきている。とはいえ，各県の財政的政策決定
には，にわかに大きな違いも生まれつつある。山形，新潟，長野の３県
グループはここ数年で全国平均レベルにまで急速に落としてきている。
それに対して，山梨を含む島根，福井，石川の４県グループは，その削
減率が緩やかで，依然としてこれまでの「慣性」から抜け切れていない
ように思われる。特に，山梨県は，その改革の立ち遅れから，すでに指
摘したとおり全国トップの公共事業依存型財政構造から脱却できていな
いのである。
図１３ 建設業のウエイトの大きいトップ８県の県普通建設事業費の割合の推移
（１９７５－２００４）
（出所）政府の統計データ・ポータルサイトの各年の『地方財政統計年報』に
基づき筆者が作成。
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４ 結びにかえて
以上の分析結果から，山梨の経済および産業が建設業に依存した構造
であることが改めて確認できる。同時に，その依存構造が形成される背
景には，たしかに山梨の自然条件の制約もあるが，次第にその構造を補
強し誘導する政治行政的な意思決定の影響が強くなった結果，現在のよ
うな建設業依存構造が確立したと考えることができる。
天野久知事の下で，昭和３４年の伊勢湾台風等の自然災害を期に国の大
規模な災害復旧工事等が導入されたことが建設業増大の直接の契機だっ
たと思われる。また，「富める山梨」構想を実現すべく大規模開発事業
に着手したが，その時点ではおそらく，立ち遅れた社会資本整備を挽回
し，山梨経済の向上に資する合理性を有していたと思われる。天野から
田辺国男知事に引き継がれた昭和５３年くらいまでの間はこうした合理性
はそれなりに維持されていたのではないかと思われる。その意味で，山
梨の建設業の相対的重みは，その自然災害への脆弱性や社会基盤整備の
立ち遅れに制約されているとする自然条件説に正当な根拠があると考え
る。
しかし，昭和５３年の第２次石油ショック以降，平成７，８年をピーク
に，山梨の建設業は突出した増加をみせ始める。現在みられる山梨の産
業構造の特徴は，この望月幸明県政の時期に確立され，それが天野建県
政の前半に継承発展されたものだと考えられる。その背景には国政にお
ける影響力を高めた金丸信の存在が大きかったと思われる。これに加え
て，天野建県政の前半は，数次にわたる国の総合経済対策に誘導されて
県単独事業を急激に増やすという国追従的政策判断が行われた時期であ
る。これらの時期に，適正な社会基盤整備の必要から公共事業費の配分
が行われる本来の姿に大きな歪みが生じ，一定の規模の建設業等を維持
するために事業費の配分が行われるような，いわゆる「社会保障型公共
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事業」への変質が生じてきた，と推定される。
天野建県政の後半から山本栄彦県政の時期，すなわち平成９年以降，
特に平成１２年以降は，国の「三位一体の改革」ともあいまって，こうし
た「変質」の修正過程に入った時期だと位置づけられる。特に，天野県
政下での平成１１年３月の「新行政改革大綱」に基づく平成１１～１３年度ま
での３か年の集中改革，および，山本県政下での平成１５～１７年度並びに
平成１８～２０年度（計画）までの２次にわたる行財政改革プログラムの中
で，補助事業と県単独事業の両面において公共事業の抑制目標を掲げ
て，その削減に努めるようになった。その結果，平成１０年度決算で２，３００
億円あった普通建設事業費が平成１７年度には１，４４０億円まで減り，約８６０
億円（３７％）の削減となっている。
逆に，こうした「削減」過程に入ったことによって，財政配分を通じ
て，１９７０年代の後半以降に確立した建設業依存型の山梨産業構造の転換
を図る，政治主導の政策決定の意義がより一層高まったといえる。こう
した転換を誘導する政策選択である普通建設事業費の継続的縮小（した
がって，新規発行県債の抑制）の決定は，その縮小（抑制）額の大きさに相
関して，確実に既存の建設業事業所数の縮小をもたらさずにはおかない
はずである。図１２で推定された回帰方程式に当てはめれば，今後は事業
費の縮減額５００億円あたり６７０事業所の減少が見込まれるのである。
以上の結果を踏まえ，山梨県において，当面，次のような政策選択が
必要だと思われる。
第１に，将来を展望した新しい山梨づくりのための政策選択の自律度
と自由度を高めるためには，たとえ短期的に地域経済へのマイナスの影
響があっても，中長期的に地域経済の生産性を低下させ県債の累増に
よって硬直的な財政運営を招来している，公共投資を引き続き大幅に削
減すべきである。
第２に，普通建設事業費の大宗をなす公共事業費（県単を含む）の更な
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る抑止・削減は，しかしながら，それと一体の関係にある建設業（特に
土木建設業）の経営環境を必然的に悪化させることになる。したがって，
短期的には，そうした地域経済への影響が最小となるような施策，たと
えば建設業から他の業態や分野（農林業や環境保全など，あるいは土木から建
築など）への転換等を支援するための本格的な施策等を，建設業協会，
関連業界等とも連携しながら，県庁部局横断的な仕組みを通じて検討し
推進すべきである。
【注】
（１） 日高昭夫「ローカル・ガバナンスと行政手法の転換」『実践自治Beacon
Authority』（イマジン出版）２００６年 vol．２５－２８を参照。
（２） 伊藤修一郎『自治体政策過程の動態――政策イノベーションと波及』（慶應
義塾大学出版会，２００２年）を参照。
（３） 武部健一『道のはなしⅠ』（技報堂出版，１９９２年）３６－３９頁。
（４） 律令制下の「公地公民」制の下で「公民」は公租として「調・庸・雑徭」
などの義務を負っていた。
（５） 近年の研究では，武田信虎や信玄が戦国大名に成長する以前から存在した
甲斐の治水技術を基に，すでにこれらの堤防は築かれていたこと，信玄は流
域全体をみこして広範囲にわたる治水の号令をかけ，その治水事業の大規模
化を図ったのではないか，と解されている。『県史１９ 山梨県の歴史』（山川
出版，１９９９年）１３３－１３６頁。
（６） たとえば，本間義人『土木国家の思想』（日本経済評論社，１９９６年）参照。
（７） 山梨県経済財政会議第３回会議（平成１９年９月４日）に提出された山梨県
の資料①「本県経済の現状とブランド戦略施策」による。http : //www.pref.
yamanashi.jp/barrier/html/seisaku-hs/images/17168970781.pdf （平成１９年１１
月３日アクセス）
（８） 同上。
（９） 平成１６年事業所・企業統計調査による。総務省統計局ホームページ http : //
www.stat.go.jp/data/jigyou/2004/index.htm（平成１９年１１月３日アクセス）
（１０） 初代公選の吉江知事の後をうけて昭和２６年に「富める山梨」をスローガン
に県土の総合開発を推進した天野久知事は，野呂川総合開発事業や新笹子ト
ンネルの開通事業に取り組み，林道整備や発電事業，首都圏との交通条件の
改善などにより，立ち遅れていた山梨経済の発展を期した。また，山梨は自
然災害に対して脆弱な県土構造をもっている。たとえば，昭和３４（１９５９）年
８月の台風７号は，山梨だけで１０４人の死者を出し，千数百戸の家屋の倒壊・
流出をはじめ，耕地・山林に甚大な被害を与え，総被害額は３００億円に達した
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といわれている。そのため広瀬ダムをはじめ洪水対策などの流域開発が進め
られてきた。前掲『山梨県の歴史』２８８－２９０頁および２９８頁を参照。
（１１） 平成１６年事業所・企業統計調査の都道府県別産業小分類（山梨県）による。
山梨県の建設業の小分類による内訳は下の表のとおりである。
（附記）
筆者は，平成１９年５月２２日に，横内正明知事が議長を務める山梨県経済財政会議
の委員（任期２か年）に委嘱された。同時に，県の策定する新たな行政改革大綱の
基本的なあり方を提言するために同会議に設けられた，６名の委員からなる行政改
革専門部会の部会長を務めるよう，議長から指名された。本稿は，平成１９年９月４
E 建設業 ５，４５５
０６ 総合工事業 ２，３４６
０６１ 一般土木建築工事業 １２７
０６２ 土木工事業 ９４３
０６３ 舗装工事業 ６９
０６４ 建築工事業 １９８
０６５ 木造建築工事業 ９６５
０６６ 建築リフォーム工事業 ４４
０７ 職別工事業（設備工事業を除く） １，９３３
０７１ 大工工事業 ３８２
０７２ とび・土工・コンクリート工事業 １９３
０７３ 鉄骨・鉄筋工事業 ２３６
０７４ 石工・れんが等工事業 ９７
０７５ 左官工事業 １９３
０７６ 板金・金物工事業 ２０８
０７７ 塗装工事業 ２１４
０７８ 床・内装工事業 １８２
０７A 床工事業 １
７B 内装工事業 １８１
０７９ その他の職別工事業 ２２８
０８ 設備工事業 １，１７６
０８１ 電気工事業 ５２０
０８２ 電気通信・信号装置工事業 ６８
０８３ 管工事業（さく井工事業を除く） ５２５
０８４ 機械器具設置工事業 ２６
０８９ その他の設備工事業 ３７
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日開催の第３回経済財政会議に筆者が提出した「意見及び資料」（山梨県HPに掲載：
http : //www.pref.yamanashi.jp/barrier/html/seisaku-hs/images/79858325032.pdf お
よ び http : //www.pref.yamanashi.jp/barrier/html/seisaku-hs/images/50639289755.
pdf）を骨子に，その詳細な展開を試みたものである。上記専門部会は，６回の部会
審議を経て，平成１９年１１月１４日の第４回経済財政会議に「最終報告」を提出した。
その過程で，部会委員諸氏および県の企画部，総務部の部課長をはじめ職員諸氏と，
県財政のあり方についてかなり突っ込んだ議論を交わす機会に恵まれた。本稿での
筆者の見解もその過程で一層明瞭化された面が多い。ここに記して感謝したい。も
ちろん，本稿における分析，記述，解釈の責任は独り筆者に帰すべきことは言うま
でもない。
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